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平成17年度地方労働行政運営方針について   

標記について、別添のとおり策定したので、各都道府県労働局におかれては、これを  

踏まえ、管内事情に即した重点課題及び対策等を盛り込んだ行改選営方針を総務部企画  

室においてとりまとめ、これに基づいた計画的な行政運営に努められたい。   



平成17年度地方労働行政運営方針  

第1 労働行政を取り巻く情勢－－∴－－－－－－－－－－－－－－－－－  

1 社会経済情勢   

2 雇用を巡る動向   

3 労働条件等を巡る動向  

第2 平成17年度地方労働行政の課題－－－－－－－－－－－－－－－－  

1 厳しい雇用情勢下における雇用の安定、労働条件の確保に向けた  

総合的な対応   

2 健康で安心して働ける環境の整備   

3 少子・高齢化の進行と多様な働き方への対応  

第3 平成17年度地方労働行政の重点施策 －   

1 労働基準行政の重点施策   

2 職業安定行政の重点施策   

3 雇用均等行政の重点施策   

4 労働保険適用徴収業務等の重点施策   

5 個別労働紛争解決制度の積極的な運用   

6 各行政間の連携の下に推進する重点施策  
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1 総合的労働行政機関としての機能（総合性）の発揮   

2 計圃的・効率的な行政運営   

3 地域に密着した行政の展開   

4 綱紀の保持とサービスの向上   
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第1 労働行政を取り巻ぐ情勢  

1 社会経済情勢   

（1）経済社会の構造的な変化  

我が国の経済社会は、経済のグロ←パル化、情報化、サ←ビス旛済化、規制改革  

などにより産業構造の変化が進展している。また、平成15年の合計特殊出生率が  

過去最低の1．29となるとともに平均寿命が伸長するなど、急速な少子・高齢化  

が進行しており、人口減少社会に転換することが見込まれている。  

このように我が国の経済社会が大きく変化する中で、労働市場においては、若年  

層を中心に雇用のミスマッチがみられるとともに、非正規労働者の比率がここ数年  

特に高まっている。また、若年層を中心に就業意識の多様化も進展している。  

さらに、急速な少子・高齢化の進行により、経済成長の鈍化、税や社会保障にお  

ける負担の増大など、その深刻な影響について多くの国民が危機感を抱いている。   

（2）最近の経済情勢  

景気は、企業収益が改善し、設備投資が緩やかに増加しているものの、輸出の弱  

含み等、一部に弱い動きが続いており、回復が授やかになっている。  

政府としては、「確済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」の早期具  

体化により、構造改革の取組を加速・拡大する。また、日本銀行と一体となって、  

金融・資本市場の安定を目指し、引き続き強力申つ総合的な取組を行うとともに、  

集中調整期間終了後におけるデフレからの脱却を確実なものとするため、政策努力  

をさらに強化する。  

2 雇用を巡る動向   

川 最近の雇用失業情勢  

最近の雇用失業情勢は、厳しさが残るものの、改善している。  

公共職業安定所で取り扱う新規求人数は、前年同月比で平成14年7月以降増加   

が続いている。一方、新規求職者数は前年同月比で平成14年11月以降減少傾向   

が続いている。これらの結果、有効求人倍率は上昇し、平成17年2月には0．9   

1倍となり、4か月連続で平成5年1月以来11年10か月ぶりに0．9倍台の水  

準となっている。  

また、就職率は平成5年度以来20％後半で推移し、平成15年度は28．8％   

となった。平成16年度lこ入っても、すべての月で前年度の実績を上回る水準で推  

移している。  

完全失業者数は、平成17年2月には308万人と、平成15年6月以降21か   

月連続で減少している。完全失発率は、平成14年8月、ユ5年ユ月にこれまでで   

最も高い水準の5．5％となった後、平成15年12月には4．9％と2年6か月  

－1－   




















































































































